
 (7)内陸産業拠点と臨海地域との連携を牽引する地区（和歌山県） 

臨海部地域の物流拠点（港湾、関空等）を活用した内陸部地域活性化、物流の低炭

素化を目的に、紀ノ川沿いの企業誘致、内陸部の道路ネットワーク、航路拡充などの

活性化方策に取り組んでいる。 

  ①事業段階・計画段階の活性化方策 

［事業中］ 

  1）紀ノ川企業集積ベルト地帯構想の推進 

  2）京奈和自動車道の整備、府県間道路（和歌山･大阪間）の整備 

  3）内航フィーダーのトライアル（和歌山下津港－神戸港） 

  4）紀ノ川企業集積ベルト地帯構想の推進 

［事業中・計画］ 

  5）高速道路から和歌山下津港へのアクセス道路の整備 

［計画］ 

  6）新たな産業用地の整備 

  ②構想段階の活性化方策 

［構想］ 

  1）内航フィーダーの定着化の推進、外貿定期コンテナ航路の拡充の推進 

  2）物流効率化・グリーン物流の促進施策の検討 

  3）紀ノ川企業集積ベルト地帯構想の継続的な推進 

  4）和歌山下津港の広域的なポートセールスの展開 
 

和歌山市

神戸市

大阪市

市

橋本市

奈良市

橿原市

和歌山県

大阪府

奈良県

道路整備状況

事業中
調査中
未着工

西浜地区用地

府県間道路の整備
（和歌山・大阪間）

• 大都市圏とのアクセスの確保による企業立
地環境の向上と物流での環境負荷の低減
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確保と物流での環境負荷の低減
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かし、コスト・時間・ＣＯ２の３つの削減効
果をアピールし、広域（和歌山、奈良方
面）からの荷物を和歌山下津港に誘致

紀ノ川企業集積ベルト地帯構想の継続的な推進

• 2012年の計画期間後も引き続き産業集積形成を推進

情報家電関連産業、新エネルギー関連産業 など
• 地元企業と立地企業との連携を促進
• 誘致インセンティブは企業ニーズを踏まえ、より効果の

高い制度に見直していく
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※緑フォント：環境に資する方策
 

図  ４－７ 内陸産業拠点と臨海地域との連携を牽引する地区（目指す姿）  
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大阪湾ベイエリア活性化方策検討委員会の概要 
 
【委員長】 

神戸大学名誉教授 

神戸市立工業高等専門学校長 黒田勝彦 

 

【研究会開催経過】 

［第１回委員会］ 

日時：2008 年 12 月 5 日（金）  9:30～12:00 

場所：神戸東急イン ３階 ボールルーム A 

議事内容 

(1) 検討の進め方と大阪湾ベイエリアの現状 

(2) 大阪湾ベイエリアの活性化に関する課題と論点  

(3) 話題提供 

（株）日本政策投資銀行 関西支店企画調査課 課長 深井 勝美 氏 

(4) 今後の進め方と当面の予定（案） 

 

［第２回委員会］ 

日時：2009 年 1 月 22 日（木）  14:00～16:30 

場所：チサンホテル神戸 ２階 あじさい 

議事内容 

(1) 第１回委員会・検討会概要報告 

(2) 大阪湾ベイエリアの土地活用・創出に関する現状・予測について 

(3) 企業ニーズの状況（アンケート・インタビューより） 

(4) モデル地区による検討中間報告 

(5) 話題提供 「大阪湾岸地域の活性化に関する提言」 

尼崎商工会議所 産業部 事業総括 南田 雄二 氏 

(6) 大阪湾ベイエリア活性化方策（案）の提示 

(7) ディスカッション 

 

［第３回委員会］ 

日時：2009 年３月４日（水）  14:00～17:00 

場所：ニューオータニ神戸ハーバーランド ５階鳳凰の間（西の間） 

議事内容 

(1) 企業ニーズの状況について（アンケート・インタビューより） 

(2) 各モデル地区の検討結果の報告について 

(3) 大阪湾ベイエリア活性化方策に向けた提言（案）について 

 41



アンケート・インタビュー調査の概要 

 

近畿地方整備局と近畿経済産業局が合同で実施した。 
 

［荷主企業アンケート］ 

①サンプル抽出方法・サンプル数（送付数） 

 企業立地場所、業種、企業規模を考慮した上で、企業データベースから

3,000 社をサンプリングした。（対象は近畿圏内の企業） 

②送付・回収方法 

 郵送（またはメール便）による投函・回収を行った。 

 未回答企業に対して再投函を実施。 

③実施期間 

 2008 年 12 月 16 日(火)~2009 年 1 月 6 日（火） 

 再投函分：2009 年 2 月 9 日（月）～2 月 23 日（月） 

④回 収 率 

 16.0％（481 件回収） 
 

［物流事業者アンケート］ 

①サンプル抽出方法・サンプル数（送付数） 

 企業立地場所、業種、企業規模を考慮した上で、企業データベースおよ

び各種 HP から 306 社をサンプリングした。（対象は近畿圏内の企業およ

び事業所） 

②送付・回収方法 

 郵送（またはメール便）による投函・回収を行った。 

③実施期間 

 2009 年 2 月 9 日（月）～2 月 23 日（月） 

④回 収 率 

 24.8％（76 件回収） 
 

［インタビュー］ 

2008 年 11 月から 2009 年 2 月にかけて、近畿に事業所を構えている、

あるいは今後立地予定の製造業者、物流業者等を対象に、42 件のインタビ

ューを実施した。 
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大阪湾ベイエリア活性化方策検討委員会の構成員 

役職・氏名

委員長 校長 黒田　 勝彦

教授 加藤　 恵正

教授 中村　 智彦

常任幹事 上村 多恵子

課長 深井 　勝美

地域連携部長

理事・地域振興部長

中小企業相談所長

産業部　事業総括

理事・産業部長

理事・事務局次長

事務局参事

政策企画部企画室 企画室長

都市整備部港湾局　 次長

産業労働部産業政策局 産業政策局長

県土整備部土木局 土木局長

企画部企画政策局 企画政策局長

県土整備部港湾空港局 港湾空港局長

計画調整局計画部 計画部長

港湾局計画整備部 計画整備部長

産業振興局産業政策部 理事兼産業政策部長

建築都市局堺浜整備推進室 堺浜整備推進室長

みなと総局経営企画部 参事(企業誘致担当)

みなと総局技術部 参事

経済産業省 近畿経済産業局　地域経済部 地域経済部長

近畿運輸局　海事振興部 海事振興部長

神戸運輸監理部　海事振興部 海事振興部長

大阪航空局　空港部　　 空港部長

近畿地方整備局　企画部 企画部長

近畿地方整備局　道路部　 道路部長

近畿地方整備局　港湾空港部 港湾空港部長

尼崎市 産業経済局産業労働部 産業労働部長

姫路市 商工観光局商工部 商工部長

お客様本部　航空営業部長

計画部長

企画調査部長

(株)日本政策投資銀行　関西支店企画調査課

大阪商工会議所　

堺商工会議所

(財)大阪湾ベイエリア開発推進機構

堺市

大阪府

(社)関西経済連合会

尼崎商工会議所　

神戸商工会議所

オ
ブ
ザ
｜
バ
｜

国土交通省

関西国際空港(株)

阪神高速道路(株)

兵庫県

和歌山県

(社)京都経済同友会

神戸市

大阪市

姫路商工会議所

和歌山商工会議所　

神戸市立工業高等専門学校　

兵庫県立大学経済学部　

神戸国際大学経済学部　

組　織　名

委

員
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	　　2） 物流効率化・グリーン物流の促進施策の検討
	　　3） 紀ノ川企業集積ベルト地帯構想の継続的な推進
	　　4） 和歌山下津港の広域的なポートセールスの展開
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